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第５章 人権啓発の推進 
 
１ 市民に対する人権啓発 
 

（１）現状と課題 

人権啓発の目的は、「人権とは何か」、「人権の尊重とはどういうことか」、

「互いの人権を尊重するためには何が必要か」、「人権を侵害された場合に

どうすればよいか。どのような救済制度があるのか」等について、広く市

民に正しく情報を提供し、それらの認識が日常生活の中で、その態度面や

行動面において確実に根付くようにすることです。そして内容及び実施に

際しては、市民から幅広く理解と共感が得られるものであることが肝要で

す。 

本市においては昭和 53（1978）年から住民を対象とした学習懇談会を実

施してきました。当初は同和問題を中心とした学習内容で、多くの住民の

参加の下に熱心に話し合いがなされ、一定の成果を得ることができました。

しかし、行政主導の画一的なやり方や内容のマンネリ化に伴い、参加者の

減少、固定化、高齢化という課題が生じ、現在大きな転換期を迎えていま

す。 

平成９（1997）年７月に出された「人権教育のための国連 10 年」国内行

動計画や人権に関する答申、法律に照らして、様々な人権問題に視点を当

てたヒューマンシアター、人権フェスタ、人権作品展などの開催や、市で

作成した人権啓発パンフレット「しあわせに生きたい」（全戸配布）、市広

報「みんなが手をつなぐために」（原則毎月 1回掲載）を通して啓発を推進

しています。 

また、廿日市人権擁護委員協議会，廿日市市人権啓発推進協議会や人権

問題啓発活動推進者の会などと連携をとりながら、人権相談所の開設や街

頭啓発キャンペーンを実施しています。 

一方で、こうした取組がどれだけ市民の人権の高揚につながっているの

か、常に点検する必要があります。ややもすると行政の一方通行になり、

自己満足に終わり兼ねません。市民意識や市民ニーズそして地域実態を的

確に把握し、効果的かつ総合的に推進していかなければなりません。 

 
 （２）取組の方向性 

今日、社会構造の高度化、専門化、分業化、情報化に伴い、人権問題が

ますます複雑・多様化する傾向にあります。そして啓発の対象者も幼児か
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ら高齢者に至る幅広い層を対象とするものであり、その活動を効果的に推

進していくためには、対象地域の実状や対象者の発達段階を踏まえ、ねば

り強く実施していかなければなりません。 

その手法として、二つのアプローチの仕方があります。まず人権一般へ

の普遍的視点からのアプローチです。具体的には、①憲法をはじめとした

人権にかかわる国内法令や国際条約の周知など、人権に関する基本的な知

識の習得を目的とした啓発、②生命の尊さ・大切さや、他人との共生・共

感の大切さを真に実感できるような啓発、③異なる個性を前提とし、互い

の違いを認め、尊重し合うことが大切であるということを訴え掛ける啓発

を推進します。 

もう一つは個々の人権課題に視点を当てたアプローチの仕方です。具体

的には「人権教育のための国連 10 年」国内行動計画で重要課題とされてい

る女性、子ども、高齢者、障害者、同和問題などの人権課題に対して啓発

を推進します。 

その際施策の推進にあたっては、市民一人ひとりの心理に働き掛ける内

容であるため、押し付けにならないように留意して啓発活動を推進してい

きます。 

さらに、各種機関との十分な連携をとりながら、行政の主体性や中立性

を確保した上で、政治運動や社会運動との関係を明確に区別して啓発活動

を展開します。 
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２ 各人権課題に対する取組   
 
 （１）女 性 
 
 【現況と課題】 
 
   女性の人権尊重・地位向上は、昭和 50（1975）年の「国際婦人年」の定

めから様々な取組が国際的な規模で行われています。わが国においては、

憲法で個人の尊重と法の下の平等が規定されており、平成 11（1999）年 6
月には男女共同参画社会の形成の促進を総合的かつ計画的に推進すること

を目的とする『男女共同参画社会基本法』が制定され、翌年には同法に基

づいた初めての計画である『男女共同参画社会基本計画』が策定され、取

組が進められています。 
   しかし、現実には従来の固定的な性別役割分担意識や慣習が社会に根強

く残っていることから、社会生活の様々な場面において女性が不利益や大

きな負担を受けることがあります。また、夫・パートナーからの暴力、性

犯罪、売買春、セクシュアル・ハラスメント、ストーカー行為等女性に対

する暴力やシングルマザーに対する偏見が社会的に問題となるなど、真に

男女共同参画社会が実現されているとは言い難い状況にあります。 
こうした状況を踏まえて、平成 17(2005)年 3 月に男女共同参画社会のま

ちづくりの指針となる「廿日市市男女共同参画プラン」を策定し、男女が

共に性別にとらわれず、個人の自由で主体的な意志に基づいて、家庭・地

域・職場などあらゆる分野に参画でき、共に社会的責任を担う社会の確立

に向けた啓発を推進します。 
 
 【施策の基本的方向性】 

 
① 性別による役割の固定や能力・適性に対する偏見を是正するため、広

報啓発活動を充実するとともに、情報や活動の場の提供など市民の主体

的活動を支援します。 
 
② 学校教育や生涯学習などにおいて、人権尊重の意識を高めるとともに

一人ひとりの個性や能力が尊重される男女平等教育を充実させます。 
 
③ 地域や家庭での役割分担の見直しに向け、男女共同責任と参画の意識

啓発を行います。 
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④ 地域団体における性別による固定的な役割分担の是正の啓発を行うと

ともに、男女共同参画に取り組む団体の活動を支援します。 
 
⑤ 男女共に十分な能力が発揮できる職場環境や女性の能力に対する適正

な評価のための啓発や調査・研究に取り組みます。 
 
⑥ 多様な保育ニーズに対応した保育園機能の充実、ボランティアによる

子育て支援の推進や相談体制の充実、育児・介護休業制度の普及のため、

広報・啓発活動を充実します。 
 
⑦ 女性に対する暴力やセクシュアル・ハラスメントの発生防止に向け、

各職場における研修を充実させながら市民啓発に取り組みます。 
 
【施策推進体制】 

 
  総務部人事課、自治振興部人権・男女共同推進課、福祉保健部社会課、

児童課、教育部教育指導課、生涯学習課、文化スポーツ課を中心に、関係

機関と連携しながら推進します。 
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（２）子ども 

 

 【現況と課題】 

 
   子どもは人格を持った一人の人間として、尊重されなければなりません。

また、子ども一人ひとりが基本的人権の権利主体であることを理解し、そ

の人権尊重や保護に向けて取り組んでいくことが必要です。 
このことは、国際的には『児童の権利に関する条約（子どもの権利条約）』

をはじめ、子どもの最善の利益を優先させるという精神に沿って各種の権

利が宣言されています。日本では、日本国憲法をはじめ児童福祉法や児童

憲章、教育基本法、児童虐待の防止に関する法律などにおいて明示されて

います。 
   しかし、子どもたちを取り巻く環境は、憂慮すべき状況にあります。近

年、わが国の青少年を巡る環境は、少子・高齢化を背景に、少年非行や児

童虐待、不登校・いじめ等への対応、またフリーターやニートと呼ばれる

若者の増加への対応など決して楽観できない状況です。 
   この背景については、①都市化、核家族化、少子・高齢化の進行に伴い

家庭の教育力や地域コミュニティの役割が低下していること、②大人社会

の在り方が青少年の生活に色濃く反映していること、③社会全体として、

子どもが次世代を担うという意識が低下していること等の要因が考えられ

ます。 
   こうした背景を受け本市においては、家庭、学校、地域、行政の役割分

担と連携を図りながら青少年の育成基盤を強化し、青少年が豊かな人間性

を育み、たくましく創造性豊かに成長していくよう「青少年育成プラン」

に基づき、長期的な視野に立った施策を推進していかなければなりません。 
   また、地域子育て支援センターを中心に、育児不安への相談指導、子育

てサークルへの支援、情報提供など地域の子育てを総合的に支援していく

ことが必要です。 
 

 【施策の具体的方向性】 

 
  ① 子どもが健やかに育つために、保護者をはじめ社会全体が未来を担う

子どもたち一人ひとりの人格を尊重し、健全に育てていくことの大切さ

を改めて認識し、自らの責任を果たすよう、様々な広報媒体を活用し啓

発を行います。 
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② 子育てに対する不安や悩み、虐待、いじめ、不登校等様々な問題に対

応するため、保育園・幼稚園、学校、広島子ども家庭センター（児童相

談所）、子育て支援センター、家庭児童相談室などの関係機関や民生委員

児童委員・主任児童委員などと連携した相談指導体制を強化します。 
    また、家庭、地域、行政が一体となった地域ぐるみの育成活動を展開

し、子どもを健全に育成します。 
   

③ 青少年の基本的な生活の場である家庭や地域における教育力を高め、

地域社会全体で青少年を支え合うシステムを構築します。 
   

④ スポーツ・文化活動や野外活動など青少年が自主的な学習活動に取り

組む機会と場を提供し、積極的な参加を促進します。 
 
⑤ 市民センター（公民館）を中心に、子ども会、スポーツ少年団などの

青少年関係団体や地域住民が連携をとりながら、地域が一体となった社

会環境の浄化を推進します。 
   

⑥ 保育園・幼稚園職員、学校の教職員、児童厚生員、留守家庭児童会指

導員や子ども相談員などの関係者に対し、児童虐待・いじめの早期発見

や防止などの研修を通じ、人権尊重意識を高め資質の向上を図ります。 
  

【施策推進体制】 

 
福祉保健部児童課や各保育園、自治振興部人権・男女共同推進課や各市

民センター（公民館）、教育部生涯学習課を中心に、各機関と連携しながら

推進します。 
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（３）高齢者 

 

 【現況と課題】 

 

   わが国の高齢化は、急速に進んでいます。平成 27（2015）年には４人に

１人が、平成 62（2050）年には３人に１人が 65 歳以上という超高齢社会が

到来すると予測されています。本市の場合も平成 19（2007）年 3 月現在で

20.2％（廿日市地域 17.7％、佐伯地域 25.3％、吉和地域 42.7％、大野地域

23.0%、宮島地域 35.9%）となっており、今後さらに高齢化が進むことが予

想されています。 

   また、核家族化に伴い、高齢者単独世帯や高齢者夫婦のみの世帯が急増

し、併せて寝たきりの高齢者を含め介護が必要な高齢者も増加しています。 

   こうした中、介護を必要とする高齢者を社会全体で支える仕組みとして、

平成 12（2000）年４月から介護保険事業が開始されました。 

   本市においても、平成 18（2006）年３月に「第 3 期介護保険事業計画」

を策定するとともに、「高齢者保健福祉計画」の見直しを行い、新たな時代

に対応した高齢者保健福祉施策の展開に努めています。 

   高齢者の人権にかかわる問題としては、就労の意志・能力があるにもか

かわらず、高齢であるということだけで就労の機会が確保されず、結果と

して社会参加や自己実現の権利が十分に保障されていないといった問題が

あります。 

   また、高齢により心身機能が衰えた場合に、人格やプライバシーを無視

された処遇を受けたり、身体的・精神的・金銭的虐待など高齢者の「人間

としての尊厳」が脅かされる状況があります。さらに、一人暮らしや高齢

夫婦世帯が増加する中で、高齢者を対象とした悪徳商法による被害が増加

するとともに、判断能力が十分でない認知症高齢者の財産管理の問題が生

じています。    
 

 【施策の具体的方向性】 

 
① 高齢者の人権について市民の認識と理解を深めるために啓発活動を充

実させ、高齢者が社会の重要な一員として生き生きと暮らせる社会の実

現に向け人権尊重思想の普及高揚を図るための啓発活動を目指します。 
 
② 安全かつ快適に生活を営むことができるよう、「広島県福祉のまちづく

り条例」等に基づいて、建築物、道路、公園、公共交通機関などのバリ
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アフリー化を進めます。 
 

③ 高齢者ニーズに応じた学級，講座などの開催や学習成果の地域社会へ

の還元、世代間の交流促進など多様な学習機会を提供します。 
 

④ 生きがいづくりの推進のため、高齢者の技能や知識の向上、就労機会

の提供などを行っている廿日市市シルバー人材センターの利用や自己実

現を支援するボランティア活動の推進を図ります。 
 

⑤ 居宅サービスや施設サービスなどの情報を提供し、介護サービス基盤

の充実に向けた取組を推進するとともに、介護保険事業に対する苦情・

相談に適切に対応するため、相談体制を充実させます。 
 

⑥ 認知症に対する正しい知識や理解を普及・啓発するとともに、認知症

の早期発見・治療やケア知識の普及啓発、介護者組織の支援、はいかい

老人 SOS ネットワークの形成など、認知症高齢者に対する地域での支援

体制の整備に努めます。 
 

⑦ 高齢者の人権に配慮した介護が行われるよう、関係施設の職員やホー

ムヘルパー等の介護職員をはじめ、家族介護者等に対して、研修や講演

を実施し、人権意識の啓発を図ります。 
 
⑧ 高齢者が住み慣れた地域で安心して住み続けられるようにするために、

地域全体で高齢者を支え合う地域ケア体制の確立を目指し、高齢者一人

ひとりの人権が尊重されるよう、高齢者の権利擁護事業を実施します。 
 

 【施策推進体制】 

 
福祉保健部高齢介護課、健康推進課、地域包括支援センター、自治振興

部人権・男女共同推進課、建設部都市計画課、施設整備課、建築指導課を

中心に、関係機関と連携しながら推進します。 

 
 



 - 23 - 

（４）障がいのある人 

 

【現況と課題】 

 

   障害者基本法第 3条第 2項は「すべての障害者は、社会を構成する一員

として社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会を与え

られるものとする」と規定しています。しかし現実には、障がいのある人

は様々な物理的又は社会的障壁のために不利益を被ることが多く、その自

立と社会参加が拒まれている状況にあります。また、知的障がい、精神障

がい、発達障がい、高次脳機能障がいなど障がいに対する認識不足や無理

解から偏見や差別意識が生じる場合も少なくありません。 

日本の障害者施策は、昭和 56（1981）年の「完全参加と平等」をテーマ

とした「国際障害者年」とこれに続く「国連・障害者の 10 年」を受けて、

障がい者福祉の基本理念であるノーマライゼーション（障がいのある人も

ない人も、ともに地域の中で生活し、活動できる社会こそが普通であると

いう考え方）とリハビリテーション（身体の機能低下を回復する医学的リ

ハビリテーションのみでなく、職業的、心理的、社会的なリハビリテーシ

ョンが総合的に提供されることにより、心身共に障がいのある人の人間的

復権を目指すという考え方）の理念に基づいて推進されていました。 

こうした施策の流れの中で福祉サービスの利用に関しては平成 15（2003）

年から従来の「措置制度」から利用者自らがサービスを選択し、事業者と

直接契約する「支援費制度」に移行しました。その後、この制度が抱える

諸々の課題を解決するため「障害者自立支援法」が平成 18（2006）年 4月

に施行されましたが、新制度への円滑な移行と定着には、まだ多くの課題

を抱えている状況です。 

広島県では、平成 8（1996）年に『広島県福祉のまちづくり条例』を制定

し、福祉のまちづくりについての取組が行われています。 

一方、本市では平成 10（1998）年に、ノーマライゼーションとリハビリ

テーションの理念に基づき『障害者福祉計画』を策定し、障がいのある人

の人権が尊重され正しい理解のための啓発や地域における支援体制の整備、

就労機会の確保、障がいのある児童の療育・保育の充実など積極的に推進

してきたところです。 

しかしながら、計画期間の満了（平成 17（2005）年 3月）、さらには合併

や障がい福祉を取り巻く状況の変化等を受け、『第二次廿日市市障がい者福

祉計画』を策定しました。障がいがあっても共に安心して暮らせるまちの

実現を目指して、今後共総合的・効果的な施策を展開していかなくてはな
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りません。 

 

【施策の具体的方向性】 

 

① 学習・啓発 

学校教育や地域づくりの場面の中に、障がいや障がいのある人につい

て学び、交流できる機会を増やします。特に、市民の理解が進んでいな

い知的障がい、精神障がい、発達障がい、高次脳機能障がい等について

広報啓発に努めます。 

障がいや障がいのある人に対する差別をしない、許さない市民意識の

醸成と、人権を尊重するまちづくりのための啓発を行います。 

本人の主体性を確保するための地域福祉権利擁護事業に取り組むとと

もに、成年後見制度の周知に努めます。 

 

② 保健・医療 

障がいのある人が、在宅生活を送ることのできる環境と医療を受けや

すい体制づくりに向けて、医師会や保健・医療・リハビリテーション等

の関係機関と密に連携していきます。 

また、健康診査の継続実施、訪問指導、福祉相談員や委託相談支援事

業所による相談体制の充実など、障がいの早期発見・早期治療・早期療

育に努めます。 

 

③ 生活支援 

行政や地域の関係機関等が密に連携し、総合的な相談支援体制を整備

します。また、質の高いサービスを提供するため、障がい者ケアマネジ

メント体制の整備や人材の育成に努めます。 

障がいのある人の自立支援を目的とした、障がい福祉サービスの充実

に努めると同時に、家族の負担軽減もより一層図っていきます。 

 
④ 療育・保育・教育 

障がいのある児童が自分に合った適切な指導を受け、自分らしく成長

していくことができ、本人・保護者の願いが十分に尊重されるよう、療

育・保育・教育・相談体制等の充実に努めます。 
 
⑤ 雇用・就労 

障がいのある人の能力や適性に合った職業を紹介できるよう、ハロー
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ワークや商工会議所等と密に連携を図りながら、障がいのある人の雇用

機会の拡大に努めます。 
障がいや職種に応じた適切な訓練を受ける場や職業能力を身に付ける

場を紹介するとともに、相談機関と労働関係諸機関との連絡を密にし、

就労する障がいのある人を多方面から支え、安心して働ける体制をつく

ります。 
 

⑥ 生活環境 

一人ひとりの需要に対応した情報提供やコミュニケーション手段を確

保することにより、情報格差が生じないような施策を推進します。 
ボランティア活動に関心のある人材の育成、ボランティア活動の促進

等により、障がいのある人を支える体制づくりを目指します。 
障がいのある人をはじめとするすべての人が安心して外出し、社会参

加できるよう、建築物、公共機関、歩行空間など生活空間のバリアフリ

ー環境の整備を図ります。 
 

⑦ 余暇・スポーツ・文化 

誰もが気軽に集い、交流できる場所や機会を創出します。 
障がいのある人が気軽に楽しめるスポーツの普及・啓発と文化活動の

振興に努めます。 
 
【施策推進体制】 

 

   福祉保健部障害福祉課、健康推進課、自治振興部人権・男女共同推進課、

建設部都市計画課、施設整備課、建築指導課、教育部教育指導課を中心に

関係機関と連携しながら推進します。 
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（５）同和問題 

 

【現況と課題】 

 
   昭和 40（1965）年の同和対策審議会答申において、同和問題の解決は国

の責務であると同時に国民的課題であるとの基本認識を明確にしました。

国はこの答申を踏まえ、昭和 44（1969）年に同和対策事業特別措置法を施

行し、以後、２度にわたり制定された特別措置法に基づき 33 年間関係施策

を推進してきました。 
   本市においては、昭和 45（1970）年に廿日市町同和対策基本方針及び廿

日市町同和教育基本方針を策定しました。以後、同和対策審議会からの４

度の答申を受け、同和行政事業計画に沿いながら実態的差別と心理的差別

の解消に向け取組を進めてきました。この結果、同和地区の生活環境の改

善をはじめとする物的な基盤整備事業は着実に成果が見られるところです。

今後は、平成 14（2002）年３月の『地域改善対策特定事業に係る国の財政

上の特別措置に関する法律（地対財特法）』の失効に伴い、地域の実情や事

業の必要性を把握しつつ、一般施策を有効かつ適切に実施し、課題解決を

追求しなければなりません。 
しかし、心理的差別の解消に向けてはなお課題が残っています。平成 16

年度に実施した廿日市市人権問題意識調査においても、部落差別があると

考えている市民は 54.5％で、具体的に結婚相手を決めるときに相手方の身

元調査をすることを当然のことと思う人は、25.9％となっています。この

ことは依然として差別意識が存在していることを示しています。 

こうした実態を踏まえ市民の差別意識を解消していくために、各地区人

権啓発推進協議会を中心にした市民学習懇談会における学習会や研修会の

実施、人権啓発パンフレット「しあわせに生きたい」の全戸配布、市広報

紙「みんなが手をつなぐために（毎月 1回）」による啓発活動を行ってきま

した。 

今後も市民に対して正確な情報や体系的、継続的な学習の場を提供して

いかなければなりません。そのためには学習資料の充実、研修会の内容・

方法等に一層の創意工夫をしながら取り組んでいくことが必要です。 

また、幼児教育や学校教育においては、幼児児童、生徒、学生の発達段

階に応じながら、教育活動全体を通じて人権尊重の意識を高め、一人ひと

りを大切にした取組が行われてきました。しかし、知的理解にとどまり人

権感覚が十分身に付いていないなど指導方法の問題や教職員に人権尊重の

理念について十分な認識が必ずしも行き渡っていない等の問題も指摘され
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ています。 

すべての人の基本的人権を尊重する人権教育・啓発として発展的に再構

築し積極的に啓発活動を推進します。 
 
【施策の具体的方向性】 

 
① 同和問題に対しての正しい認識と理解を深め、差別の解消に主体的に

取り組むことができるよう、啓発パンフレットや市広報などを通して効

果的な啓発活動を行います。その際、人権問題意識調査等によって市民

意識を的確に把握します。 
 

② 隣保館が地域社会全体の中で、コミュニティーセンターとして福祉の

向上や人権啓発の住民交流の場として機能するよう充実させます。また

職員の資質向上に向けた研修会等の実施を行います。 
 

③ 学校・地域・家庭が一体となって確かな学力と進学意欲等の向上を目

指し、基礎学力の定着、家庭・地域の教育力の向上、人権感覚の醸成等

に取り組むとともに、意欲・態度・実践力等が身に付くよう、学習内容

及び指導方法の工夫・改善を行い効果的な指導を行います。 
 
④ 廿日市市人権啓発推進協議会と緊密に連携を図りながら、町内会単位

の市民学習懇談会や公民館単位の地域住民の学習会及び人権問題に視点

を当てた市民の自主的グループである人権問題啓発活動推進者を積極的

に支援します。 
 

⑤ 同和問題解決の大きな阻害要因となっている「えせ同和」行為に対処

するため、同和問題についての正しい理解を深める啓発に努めるととも

に、その排除に当たっては企業への積極的な支援や関係機関との連携を

密にします。 
   

⑥ インターネットを利用した差別落書きや差別情報の掲載等の問題が生

じているため、利用者等に対して同和問題に対する正しい理解と認識を

深めるための啓発活動を充実させます。 
  
⑦ 同和問題に関する偏見や差別意識を解消し、同和問題の早期解決を目

指し、行政職員や教職員の研修を充実させ実施していきます。 
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【施策推進体制】 

    
   総務部人事課、自治振興部人権・男女共同推進課、各市民センター（公

民館）、教育部教育指導課、生涯学習課、文化スポーツ課を中心に、関係機

関と連携しながら推進します。 
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（６）外国人 

 

 【現況と課題】 

    

近年の国際化時代を反映して、日本と諸外国との交流はますます拡大し、

在留する外国人も年々増加しています。 
   近年の外国人登録者数の国籍別の状況は、韓国又は朝鮮籍に加え、中国、

フィリピン等の東南アジア諸国からの研修・就労者が、また就労者の滞在

長期化や国際結婚の増加に伴い日本語を母語としない児童・生徒が増加し

ています。 
   本市は、木材を中心とした経済交流、市に在住する外国人の増加など、

市民との国際的な関係が緊密になってきています。今後、こうした傾向は

ますます強くなると考えられ、国際化に対応できる人づくりや体制づくり

に合わせて、世界の人々との幅広い交流を促進していくよう市民レベルの

国際交流に取り組むことが必要です。 
   その際、他国の言語、宗教、生活習慣等への理解不足からくる外国人に

対する偏見や差別意識を解消し、外国人の持つ文化や多様性を受け入れ、

国際的視野に立って一人ひとりの人権が尊重されるよう啓発活動を積極的

に推進していかなければなりません。 
   また、在日韓国・朝鮮人に対しても正しく歴史を学び、偏見や差別意識

がどのようにして形成されたかを理解するとともに、誤った偏見等を解消

し基本的人権が尊重されるよう、啓発活動を積極的に推進していかなけれ

ばなりません。 
 

【施策の具体的方向性】 
 
  ① 国際貢献・国際協力のための便宜を図るとともに、国際化教育におけ

る自国文化、他国文化の理解、外国人への情報提供・情報発信、人材育

成など、国際交流を進めるための環境を整備します。 
 
  ② 外国人が住みやすいまちとなるよう、住宅、医療などの生活情報の提

供、生活相談や日本語学習等を充実させます。 
 
  ③ 姉妹都市縁組をしているマスタートン（ニュージーランド）と市民レ

ベルの相互交流を進め、その定着化を図るとともに、経済・文化・教育

面での交流・協力を通じて相互の都市の発展に役立てます。 
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  ④ 学校において、国際化に対応し国際社会の中で互いの人権を尊重し主

体的に生きる力を育てるため、外国の様々な文化に触れ理解をするため

の交流学習を進めるとともに、ＡＬＴ（英語指導助手）を積極的に配置

します。また、日本語が不十分な児童・生徒たちの、教科学習に必要な

日本語教育を充実させます。そして、外国人という理由だけでいじめら

れたり不利益を被ることのないようにします。 
 
  ⑤ 在日韓国・朝鮮人に対する正しい理解と差別意識の解消や外国人の持

つ文化、宗教、生活習慣等における多様性に対して寛容な態度を持ち、

国際化時代にふさわしい人権意識を育てることを目指し、講演会や研修

会、映画会、パンフレット等の啓発活動を充実・強化します。 
 
 【施策推進体制】 

 

   自治振興部地域協働課、人権・男女共同推進課、教育部教育指導課、生

涯学習課、文化スポーツ課を中心に、関係機関と連携しながら推進します。 
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（７）インターネット等のプライバシーをめぐる課題 

 

 【現況と課題】 

 

ＩＴ（情報通信技術）革命は、社会生活全体に大きな変化と影響をもた

らしました。 
各家庭においてもコンピューターが普及し、特に世界中のコンピュータ

ーを接続するオープンな仕組みのインターネットは、電子メールのような

個人同士の通信のほかに、ホームページのような不特定多数の利用者に向

けた情報発信、電子掲示板を利用したネットニュースのような不特定多数

間の反復的な情報の発受信等が日常的に行われています。 
しかし、いずれも発信者には匿名性があり、情報発信が技術的・心理的

に簡単にできるといった面があることから、他人を誹謗中傷する表現や差

別を助長する有害な情報の掲載、少年被疑者の実名・顔写真の掲載など、

人権にかかわる問題が多く発生しています。 
このため、利用者一人ひとりが情報モラルを守り、人権を侵害するよう

な情報をインターネット上に発信しないよう、関係機関と連携しながら取

り組むことが必要です。 
一方で私たちはいろいろな契約やアンケートの中で、自分の個人情報を

提供してしまっている場合もあります。そして、こうした情報は、知らな

い間に知らない会社のコンピューターの中に、個人情報として集積されて

しまうことも考えられます。 
このような状況の中で、自分自身の情報の管理、自分のプライバシーを

自らが守るということも認識していくことが必要です。 
 
 【施策の具体的方向性】 

 

市の保有する個人情報については、「廿日市市個人情報保護条例」や「廿

日市市情報セキュリティポリシー」などの規定を遵守し、その保護、取扱

いには万全を期します。 
また、市職員に対しては研修などにより情報セキュリティに関する啓発

を行い、人的な要因による情報漏えいの防止に努めます。 
なお、これらの取組については、定期的に評価、見直しを行い、常に適

切な対応、対策を講じていきます。 
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【施策推進体制】 

 
総務部情報推進課、自治振興部市民課、人権・男女共同推進課、教育部

教育総務課、生涯学習課を中心に、各機関と連携しながら推進します。 
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（８）このほかの人権課題 

 
   前述の人権課題も含め、平成 14(2002)年３月に閣議決定された『人権教

育・啓発に関する基本計画』や平成 14(2002)年 11 月に策定された『広島県

人権啓発推進プラン』に掲げられている「アイヌの人々」、「ＨＩＶ（ヒト

免疫不全ウイルス）感染者・ハンセン病患者・元患者等」、「刑を終えて出

所した人」、「犯罪被害者等」、「北朝鮮当局による拉致問題」の主な人権課

題が存在しています。 
例えば、犯罪被害者の人権課題については、被害者とその家族は直接的

な被害のみならず、精神面、生活面、経済面等において様々な被害を受け、

その後の司法の過程において、二次被害を受けて精神的被害がさらに深く

なる場合や、マスメディアの報道等において人権が侵害されるといった事

例も指摘されます。 
ＨＩＶ感染以外の感染症の元患者等についても、予断や偏見に基づく差

別的対応が問題になっています。また、性同一性障がいや性的指向による

理由、ホームレスの人々に対する差別や偏見も提起されています。 
このような様々な人権問題に対しても、すべての人の人権を尊重し保障

するといった視点に立ち、市民の協力・参加や関係機関との密接な連携を

図りながら、正しい知識の普及や啓発の推進を効果的に行います。 
 
 【施策推進体制】 

 
   自治振興部人権・男女共同推進課を中心に、関係機関と連携しながら推

進します。 
 

 


